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一般会計予算の　　　歳入・歳出内訳

※端数処理のため、各項目と合計が一致しない場合があります。

問い合わせ　総務課財政グループ　☎27‒2481

民生費
9億4,739万円
（15.9％）

給与費
7億7,485万円
（13.0％）

公債費
7億946万円
（11.9％）

農林水産業費
5億8,226万円
（9.8％）

教育費
5億4,083万円
（9.1％）

総務費
5億3,459万円
（9.0％）

消防費
3億2,260万円
（5.4％）

衛生費
2億8,959万円（5.4％）

商工費
2億2,022万円（3.7％）

議会費
5,299万円（0.9％）
労働費
3,066万円（0.5％）
予備費
1,000万円（0.2％）

土木費
9億5,056万円
（15.9％）

歳  出
59億6,600万円

会　計　名 平成30年度
当初予算額

平成29年度
当初予算額 増 減 額 増 減 率

一 般 会 計 59億6,600万円 65億6,500万円 △５億9,900万円 △9.1％
特 別 会 計 21億2,960万円 29億5,170万円 △８億2,210万円 △27.9％

（
内　
訳
）

国民健康保険事業 ５億6,150万円 ７億1,970万円 △１億5,820万円 △22.0％
後期高齢者医療 8,420万円 8,500万円 △80万円 △0.9％
介 護 保 険
事 業

保険事業勘定 ５億3,560万円 ５億640万円 2,920万円 5.8%
介護サービス事業勘定 2,630万円 1,740万円 890万円 51.1%

簡易水道事業 ７億2,000万円 14億2,000万円 △７億 △49.6％
公共下水道事業 ２億200万円 ２億320万円 △120万円 △0.6％
合 計 80億9,560万円 95億1,670万円 △14億2,110万円 △14.9％

平成30年度予算 80億9,560万円80億9,560万円
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歳 出 歳 入

予 算 額 町民１人あたり
町民税（個人・法人） ２億7,257万円 5万8,592円

合計

32万7,965円
固 定 資 産 税 12億1,028万円 26万164円
軽 自 動 車 税 1,470万円 3,159円
市町村たばこ税 2,815万円 6,051円

土木費（道路、河川の整備） 20万4,333円 衛生費（医療の充実・ごみ処理） 6万2,249円
民生費（福祉の充実） 20万3,651円 商工費（商工振興） 4万7,337円
給与費（職員の給料、手当 16万6,563円 議会費（議員の報酬、手当） 1万1,391円
公債費（借入金の返済） 15万2,507円 労働費（労働者福祉事業） 6,589円
農林水産業費（産業振興） 12万5,162円 予備費（予備） 2,149円
教育費（学校教育·生涯学習の推進） 11万6,258円
総務費（町の一般的な事務、まちづくり） 10万4,917円
消防費（消防、災害対策） 6万9,346円

一般会計歳出を町民１人あたりに換算すると 町 税 の 内 訳

合計
※平成30年３月31日現在の人口4,652人で換算しています ※平成30年３月31日現在の人口4,652人で換算しています

128万2,459円

町 税 の 内 訳

地方交付税
17億1,700万円
（28.8％）

町債
5億8,030万円
（9.7％）

道支出金
4億6,802万円
（7.8％）

国庫支出金
4億3,462万円
（7.3%）

繰入金
4億3,817万円
（7.3%）

寄附金
2億5,051万円（4.2%）

諸収入
1億5,391万円（2.6%）

使用料・手数料
1億1,364万円（1.9%）

地方消費税交付金
9,000万円（1.5%）

地方譲与税　7,800万円（1.3%）
財産収入　5,628万円（0.9%）
分担金・負担金　3,615万円（1.9%）
その他　 2,370万円（0.3%）

町税
15億2,570万円
（25.6％）

歳  入
59億6,600万円
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用
語
の
説
明

平成30年度　予算の概要

一
般
会
計
は
、
通
常
の
歳
入
歳
出
を

経
理
す
る
基
本
と
な
る
会
計
を
い
い
ま

す
。
し
か
し
、
自
治
体
の
仕
事
は
広
範

囲
に
わ
た
り
ま
す
の
で
、
例
外
と
し
て
、

自
治
体
が
特
定
の
事
業
を
行
う
場
合
に
、

一
般
の
会
計
と
区
分
し
て
経
理
す
る
特

別
会
計
を
条
例
に
よ
り
設
け
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

町
の
会
計
に
は

「
一
般
会
計
」と「
特
別
会
計
」が

あ
り
ま
す
。


